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ⅠⅠ．２０１．２０１２２年度年度第１四半期第１四半期連結決算の概要連結決算の概要 Ⅱ．２０１２年度通期業績見通し



第１四半期第１四半期決算実績サマリー決算実績サマリー

（億円）

前年同期比

【受注高】

プラント・環境、船舶海洋等での増加が
精密機械等での減少を補い、全体では
増加となった

【売上高】

航空宇宙等が増収となったものの、
モーターサイクル&エンジン、精密機械等
での減収により、全体では減収となった

【利益】

航空宇宙等が増益となったものの、精密
機械や船舶海洋等の減益・悪化により、
全体では減益となった
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増 減
2012年度

1Q

１０５

８０

６０

１１７

６７

２，８３５

２，７１５

１１９

８２

９５

１４６

１２３

２，９１５

２，５１１

2011年度
1Q

▲３５四半期純利益

ドル（¥／＄）
売上加重
平均レート

ユーロ（¥／EUR）

▲２９経常利益

▲５６営業利益

▲８０売 上 高

＋２０３受 注 高
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第１四半期決算実績第１四半期決算実績 セグメント別セグメント別

（億円）
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▲２▲７▲５－－－－－－調 整 額

１２３

９

７１

３

９

３３

▲８

０

９

2011年度
1Q

▲８０

▲８

▲４３

▲６１

▲３９

▲１

＋９５

＋２９

▲５０

増 減

２，８３５

２７６

３６１

５３４

１９８

４５３

４９６

２８８

２２７

2012年度
1Q

２，９１５

２８４

４０４

５９６

２３８

４５５

４００

２５８

２７７

2011年度
1Q

売上高

▲５６

▲３

▲３１

▲７

▲８

▲７

＋１７

０

▲１５

増 減

６７

５

３９

▲３

１

２６

８

１

▲６

2012年度
1Q

営業損益

＋２０３２，７１５２，５１１合 計

＋２３２９６２７２そ の 他

▲１４８２８６４３４精密機械

▲６１５３４５９６ﾓｰﾀｰｻｲｸﾙ&ｴﾝｼﾞﾝ

＋１８０３７１１９１プラント・環境

＋１１３２５３１３ガスタービン・機械

＋３８３４４３０６航空宇宙

＋２７２５３２２６車 両

＋１３３３０３１７０船舶海洋

増 減
2012年度

1Q
2011年度

1Q

受注高

注) 「調整額」には、本社部門で発生する費用で社内管理上各部門への配賦を行わない費用等を含む
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前前年同年同期比損益増減要因分析期比損益増減要因分析 ①①

前年同期比 ▲５６億円 （2011.1Q １２３億円 ⇒ 2012.1Q ６７億円）【営業利益】
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123

67
＋36

▲23

▲10

▲18

▲40

販売費及び

一般管理費の増加

FY20FY201111.1.1QQ

為替の影響

資材費変動の

影響

減収の影響

売上構成

変動等の影響
FY20FY201122.1.1QQ
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【営業外損益】

前前年同年同期比損益増減要因分析期比損益増減要因分析 ②②
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前年同期比 ＋２６億円 （2011.1Q ２２億円 ⇒ 2012.1Q ４９億円）

・金融収支 （受取配当金を含む）

・持分法による投資利益

・為替差損益

・その他

０億円 （▲ ４億円 ⇒ ▲ ３億円 ）

＋１億円 （ ２０億円 ⇒ ２２億円 ）

＋２３億円 （ ３億円 ⇒ ２６億円 ）

０億円 （ ３億円 ⇒ ３億円 ）

【特別損益】 前年同期比 ＋５億円 （2011.1Q ▲５億円 ⇒ 2012.1Q ０億円）

・減損損失 ＋５億円 （ ▲５億円 ⇒ ０億円 ）
※

※ 一部の遊休資産について、帳簿価額を回収可能価額まで減額した減損処理額
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 当第１四半期実績 (前年同期比）

受注 LNG船等3隻を受注したことにより、前年同期に比べ大幅に増加

売上 大型ばら積み運搬船の建造量が減少したこと等により減収

営業損益 減収に加え、低採算案件の売上計上等により悪化

 ２０１２年度見通し (前期比）

受注 ガス船等新造船受注の増加

売上 船価低迷および建造量の減少により減収

営業損益 減収および船価低迷の長期化等の影響により悪化

船舶海洋船舶海洋
主要製品： LNG船、LPG船、VLCC、ばら積み運搬船、潜水艦、オフショア関連製品

（億円/各期の数値は累計）
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<参考> 海外での事業展開について

1995年12月、世界最大級の海運会社である中国遠洋運輸(集団)総公司(COSCO)との折
半出資により設立したNACKSは、2008年に第二期拡張工事を完了し、COSCO等の中国
船社に加えて日本・ヨーロッパ等の顧客向けに多種多様な商船を建造。また、NACKSが
COSCOグループの一員として参画し、2007年7月に設立したDACKSについては、当社も
NACKSの親会社として支援を行って来たが、DACKSの競争力を一層強化し、さらなる発
展を遂げるため、当社がDACKSに34%直接出資することを決定し、2012年4月、中国当局
の承認を得た。
さらに、油田開発・掘削のためのドリルシップやFPSO等の需要が急増しているブラジルに
おいては、2012年5月、EEP社とドリルシップ建造等の合弁契約に調印した。
当社は、中国の2拠点での事業規模の拡大と収益性の維持向上ならびに第3の海外事業
拠点としてのブラジルの新造船所の育成を図るため、国内拠点との協業体制を深化させ、
各生産拠点の特長を活かした各種船舶の建造に積極的に取り組んでいく。

受注

170
246

369 399
303

1,100

1Q 2Q 3Q 2011年度 1Q 2012年度

見通し

（4月公表 1,100）

売上

277
531

871
1,135

227

800

1Q 2Q 3Q 2011年度 1Q 2012年度

見通し

（4月公表 800）

営業損益

9 5

41 39

▲ 6

▲ 50

1Q 2Q 3Q 2011年度

2012年度
見通し

（4月公表 ▲50）
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1Q

（隻）

2011年度 2012年度 2011年度 2012年度
LNG船 １ ２（２） １（１）

小型LNG船 １ １（１） １（１）

LPG船 １ ２（２） １（１）
VLCC

ばら積み運搬船 ４ １ １４（１０） １５（１３）
潜水艦 ２（２） １（１）

合　計 ５ ３ ２１（１７） １９（１７）
注) 括弧内は進行基準売上（内数）

＜新造船の受注・売上隻数＞

受注（1Q） 売上（1Q）



車車 両両
主要製品： 各種電車（新幹線含む）、機関車、客車、ホームドア、ギガセル（二次電池）

（億円/各期の数値は累計）
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 当第１四半期実績 (前年同期比）

受注 台湾向け高速鉄道車両の受注等、海外向け鉄道案件の増加

売上 アジア向けが減少した一方、北米向けやJR各社向けが増加
したこと等により増収

営業利益 増収となったものの、営業利益としては前年同期並み

 ２０１２年度見通し （前期比）

受注 JR各社向けおよび海外向け鉄道車両の増加等

売上 海外向け鉄道案件を中心に前期並みを維持

営業利益 コスト改善等により増益

受注

226
421 499

660

253

1,500

1Q 2Q 3Q 2011年度 1Q 2012年度

見通し

（4月公表 1,500）

売上

258

553

946

1,326

288

1,300

1Q 2Q 3Q 2011年度 1Q 2012年度

見通し

（4月公表 1,300）

営業利益

11

49 51
60

0 1

1Q 2Q 3Q 2011年度 1Q 2012年度

見通し

（4月公表 60）
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<参考> 海外市場への取組状況について

北米市場 ：

・地下鉄、通勤車両を中心に受注活動中。

・中高速鉄道需要に対応する新規車両開発（efSET®、K-Star Express®）でラインナップを
拡充。

・カリフォルニア高速鉄道は、車両を含む機電システムの受注を目指し、日本連合を組み
対応中。

アジア市場 ：

・アジア各都市で都市交通建設・拡充計画、インド等での高速鉄道計画があり活動中。

・台湾高速鉄路から増備用高速鉄道車両48両を受注（2012年5月）。台湾高鉄における
供給実績をさらに積み重ねることで、高速鉄道ビジネスのグローバル展開拡大に
つなげていく。

・インド西回廊（デリー～ムンバイ）にて、貨物専用新線敷設の計画あり（円借款案件）。
電気機関車、保守基地設備等の受注を目指して活動中。



 当第１四半期実績 (前年同期比）

受注 防需案件およびボーイング社向け777・787分担製造品の増加

売上 P-1固定翼哨戒機の工事進捗等による防需案件の増加に加え、
ボーイング社向け787分担製造品の増加等により増収

営業損益 増収およびコスト削減等により改善

 ２０１２年度見通し （前期比）

受注 民需案件の増加はあるものの、防需案件が集中した前期に比べ
減少

売上 防需案件およびボーイング社向け777・787分担製造品等の売上増加

営業損益 防需案件および民需案件の増収等により増益

航空宇宙航空宇宙
主要製品： 防需航空機、民需航空機分担製造品（ボーイング・エンブラエル）、誘導機器システム

（億円/各期の数値は累計）
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受注

306
675

1,141

3,272

344

2,200

1Q 2Q 3Q 2011年度 1Q 2012年度

見通し

（4月公表 2,200）

売上

400
874

1,385

2,065

496

2,500

1Q 2Q 3Q 2011年度 1Q 2012年度

見通し

（4月公表 2,500）

営業損益

▲ 8

30

59
78

8

90

2Q 3Q 2011年度 1Q 2012年度

見通し

1Q

（4月公表 90）

ⅠⅠ．２０１．２０１２２年度年度第１四半期第１四半期連結決算の概要連結決算の概要

<参考> 主要プロジェクトの状況について

防需航空機分野 ：

2012年3月にC-2輸送機の初回量産契約並びに陸上自衛隊向け新多用途ヘリコプター
（UH-X）の開発契約を受注した。今後、P-1固定翼哨戒機とともに、着実にこれらの量産・
開発に取り組んでいく。

民需航空機分野 ：

ボーイング777
ボーイング社の月産製造レート増加に伴い、当社の月産製造レートも2012年度中には
7機から8.3機まで増加する見込み。

ボーイング787
2011年9月にボーイング社からエアラインへの引渡しが行われ、11月1日より定期運航が
開始された。当社は、名古屋第一工場にて今後本格化する増産のための体制を整備
している。

（機）

2011年度1Q 2012年度1Q

Boeing 777 ２１ ２１

Boeing 767 ７ ７
Boeing 787 ７ １０

Embraer170/175 ３ ６
Embraer190/195 ２５ ２１

＜民需分担製造品の売上機数＞



 当第１四半期実績 (前年同期比）

受注 航空エンジン分担製造品の増加等

売上 陸用タービン設備等が減少したものの、航空エンジン分担製造品や
産業用ガスタービンの増加により前年同期並みを維持

営業利益 円高の影響および研究開発費の増加等により減益

 ２０１２年度見通し （前期比）

受注 エネルギー・環境関連製品の受注により前期並みを維持

売上 エネルギー・環境関連製品および航空エンジン分担製造品の増加
等により増収

営業利益 航空エンジン分担製造品の開発投資償却負担の増加はあるものの、
増収等により前期並みを維持

ガスタービン・機械ガスタービン・機械
主要製品： 航空機用エンジン、産業用ガスタービン・コージェネレーション、陸用・舶用タービン、ディーゼル機関、空力・水力機械

（億円/各期の数値は累計）
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受注

313

797
1,233

2,272

325

2,300

1Q 2Q 3Q 2011年度 1Q 2012年度

見通し

（4月公表 2,300）

売上

455
847

1,370

1,946

453

2,100

1Q 2Q 3Q 2011年度 1Q 2012年度

見通し

（4月公表 2,100）

営業利益

33 39

80 77

26

80

1Q 2Q 3Q 2011年度 1Q 2012年度

見通し

（4月公表 80）

ⅠⅠ．２０１．２０１２２年度年度第１四半期第１四半期連結決算の概要連結決算の概要

<参考>

航空エンジン 主要参画プロジェクト概要

エネルギー・環境関連製品

2011年12月に世界初の炭坑通気メタン（VAM）焚きガスタービン発電装置、および2012年
2月に30MW級の純国産高効率ガスタービン「L30A」の開発を完了した。当社は今後とも、
国内および欧州、米州、アジアの各拠点を活用し、国内外市場においてガスタービン事業
を積極的に展開していく。
また、2011年9月に受注したグリーンガスエンジン14基からなる発電容量11万kWのガスエ
ンジン発電所は、本年7月より7基が稼動を開始しており、8月のフル稼働に向けて建設中
である。

Ｔｒｅｎｔ１０００ ＴｒｅｎｔＸＷＢ ＰＷ１１００Ｇ－ＪＭ
主な搭載機 ボーイング787 エアバスA350 エアバスA320neo
参画方式 RRSP方式（※) RRSP方式（※) 国際共同事業

当社参画比率 約8.5% 約7% 約6%

担当部位
中圧圧縮機(IPC)

ﾓｼﾞｭｰﾙ
中圧圧縮機(IPC)

ﾓｼﾞｭｰﾙ
ﾌｧﾝ/低圧圧縮機部の

主要部品

進捗状況
　開発は完了し、2010年度量産開始
　今後機体の生産ｽｹｼﾞｭｰﾙに
　合わせて順次納入予定

2011年3月、IPCﾓｼﾞｭｰﾙを
ﾛｰﾙｽ・ﾛｲｽ社に初出荷

開発・生産への参画を決定
現在設計作業中

（※）
Risk & Revenue Sharing Partner方式



プラント・環境プラント・環境
主要製品： 産業用プラント（セメント、化学等）、発電プラント、LNG・LPGタンク、ごみ焼却プラント、掘削機、破砕機

（億円/各期の数値は累計）
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 当第１四半期実績 (前年同期比）

受注 イクシスLNGプロジェクト向け低温タンクの受注等、海外向け
プラントの増加

売上 搬送設備・ごみ焼却プラント等は増加したものの、海外向け
大型プラントの減少等により減収

営業利益 減収および利益率低下により減益

 ２０１２年度見通し （前期比）

受注 環境・エネルギーおよび資源国向けインフラ案件の受注により
増加

売上 国内向けごみ焼却プラント等の売上増加

営業利益 競争激化に伴う利益率低下等により減益

受注

191

468

840

1,192

371

1,300

1Q 2Q 3Q 2011年度 1Q 2012年度

見通し

（4月公表 1,300）

売上

238

562
787

1,228

198

1,300

1Q 2Q 3Q 2011年度 1Q 2012年度

見通し

（4月公表 1,300）

営業利益

9

67
88

141

1

100

1Q 2Q 3Q 2011年度 1Q 2012年度

見通し

（4月公表 100）

ⅠⅠ．２０１．２０１２２年度年度第１四半期第１四半期連結決算の概要連結決算の概要

<参考> 環境・エネルギー案件の受注について

・世界的なエネルギー需要の高まりからFloating LNGの建設が数多く計画されて
いるが、当社のこれまでの陸用・舶用ボイラの納入実績（1,200缶以上）や洋上
運転に耐えうる技術力が高く評価され、2011年7月、フランス/Technip社より、
オランダ/Shell社がオーストラリアで建設する世界初のFloating LNG用ボイラ
7缶を受注した。

・2012年4月、オーストラリアのイクシスLNGプロジェクト向け低温タンク4基を受注
した。イクシスLNGはその7割程度を日本向けに出荷することが確定するなど、
わが国のエネルギーの安定供給および天然ガス供給元の多様化の観点から
非常に重要であり、当社は、大型LNGタンクの豊富な実績とEPC技術力を
以って本プロジェクトを支援していく。



モーターサイクル＆エンジンモーターサイクル＆エンジン
主要製品： 二輪車、四輪バギー車（ATV）、多用途四輪車、パーソナルウォータークラフト、汎用エンジン

（億円/各期の数値は累計）
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<参考> 新興国市場での事業展開について

・インドネシア等の新興国ではオートバイ市場の伸張に伴い当社販売も増加、今後
さらなる経済成長と購買力向上に伴う需要拡大が見込まれる。市場の成長に対応
し、新興国市場での事業基盤をより強固なものにするため、インドネシアでの
新工場建設やタイでの工場拡張等、増産体制の整備を進めていく。

・世界最大の二輪車市場を有する中国は、近年の経済発展に伴い、当社がターゲッ
トとするレジャー用オートバイの需要の創出が見込まれている。こうした中、カワサ
キブランドの二輪車を中国市場に提供することを目的として、 2012年6月、中国・
重慶の隆鑫通用動力股份有限公司（ロンシン社）との事業提携に合意した。

 当第１四半期実績 (前年同期比）

売上 インドネシア・ブラジル等を中心とする新興国向け二輪車の
販売増はあったものの、欧州向け二輪車の販売減等により
減収

営業損益 減収の影響等により悪化

 ２０１２年度見通し （前期比）

売上 新興国での販売増等により増収

営業損益 増収に加え、海外生産および現地調達拡大によるコスト
ダウン効果等により改善

売上

596
1,062

1,542

2,352

534

2,600

1Q 2Q 3Q 2011年度 1Q 2012年度

見通し

（4月公表 2,600）

営業損益

3

▲ 23

▲ 45

▲ 3

50

▲ 29

1Q 2012年度

見通し

（4月公表 50）

ⅠⅠ．２０１．２０１２２年度年度第１四半期第１四半期連結決算の概要連結決算の概要

＜コンシューマー向け製品 地域別売上（卸売）台数・金額＞ （千台、億円）

台数 金額 台数 金額 台数 金額 台数 金額
国内 4 35 14 121 5 36 13 118

北米（カナダ含む） 22(12) 162 121(69) 780 20(13) 130 124(77) 765
欧州 18 144 57 422 12 87 61 452

新興国等 72 159 309 710 78 183 375 885

合計 116 500 501 2,033 115 436 573 2,220

通期見通し

注1) 二輪車、四輪バギー車（ATV）、多用途四輪車、パーソナルウォータークラフト（「ジェットスキー」）
　　　 及びこれらの関連製品を含む。
注2) 括弧内は二輪車分を示す。（内数）

2011年度 2012年度
1Q 通期 1Q

2Q 3Q 2011年度 1Q



精密機械精密機械
主要製品： 油圧機器（ポンプ・モーター・バルブ）、陸用油圧装置、舶用油圧装置、精密機械・機電製品、産業用ロボット

（億円/各期の数値は累計）
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 当第１四半期実績 (前年同期比）

受注 中国を中心とする新興国での建設機械向け油圧機器の大幅
な減少

売上 中国を中心とする新興国での建設機械向け油圧機器および
半導体製造装置メーカー向け等の産業用ロボットの減少

営業利益 減収に加え、設備投資や人員増加に伴う固定費の増加等に
より減益

 ２０１２年度見通し （前期比）

受注・売上 新興国での建設機械向け油圧機器および各種産業用
ロボットの増加

営業利益 設備投資や人員増加に伴う固定費の増加はあるものの、
前期並みを維持

<参考> 新興国での事業展開について

2006年8月、中国・蘇州の現地法人にて油圧機器の生産を開始。さらに浙江省にも合弁

で油圧機器の製造会社を設立し、2010年4月より操業を開始。上海に設立した販売会社

を通じ、現地生産会社の製品を中国全土の顧客に供給している。

また、蘇州の現地法人では2011年10月に新工場を建設、浙江省の合弁会社でも生産工

場を拡張し、上海の販売会社ではアフターサービス拠点を設立した。

なお、足元の中国建機市場の減速は当面続くという見方が多くなっており、市場動向に

ついて引き続き注視していく必要はあるが、中国建機市場は既に世界最大規模に成長

し、今後も低所得者向け住宅の建設やエネルギー、交通関連のインフラ整備が見込ま

れ、中長期的にはさらなる伸長が期待されている。

一方、急速な経済発展を背景として今後の市場拡大が見込まれているインドにおいても、

顧客からの現地生産要請に応えるため、2012年2月にバンガロール市内に現地企業の

Wipro社と合弁で、建設機械向け油圧機器の製造・販売・サービス会社を設立した。

受注

434

911

1,311

1,745

286

2,100

1Q 2Q 3Q 2011年度 1Q 2012年度

見通し

（4月公表 2,100）

売上

404

852

1,290

1,750

361

2,000

1Q 2Q 3Q 2011年度 1Q 2012年度

見通し

（4月公表 2,000）

営業利益

145

207

266

39

270

71

1Q 2Q 3Q 2011年度 1Q 2012年度

見通し

（4月公表 270）

ⅠⅠ．２０１．２０１２２年度年度第１四半期第１四半期連結決算の概要連結決算の概要



財政状態およびキャッシュフロー財政状態およびキャッシュフロー

１１１

▲２５１

▲１４８

▲１０２

2011年度
1Q

▲２２６フリーキャッシュフロー

２２６財務キャッシュフロー

▲３０６投資キャッシュフロー

７９営業キャッシュフロー

2012年度
1Q

【キャッシュフロー】

（億円）【財政状態】

2011年度

１４１．９％

４，４５８
（４，１６９）

２，９３８
（２２．３％）

１３，１２５

1Q末

１３１．４％

４，３５０
（４，０１６）

３，０５４
（２２．２％）

１３，７４２

2012年度
1Q末

３，０６０
（２２．４％）

自己資本
（自己資本比率）

１３，６２１総資産

１２１．８％

４，０７１
（３，７２８）

4Q末

NET Ｄ／Ｅレシオ

有利子負債残高
（NET有利子負債）

（億円）

注） 有利子負債残高にはリース債務を含む
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ⅠⅠ．２０１．２０１２２年度年度第１四半期第１四半期連結決算の概要連結決算の概要



連結受注高・売上高・連結受注高・売上高・利益利益見通し見通し

＋１０７３４０２３３当期純利益

▲７６

▲５４

＋７６３

＋１，１８２

１００

８０

５６０

５２０

１３，８００

１４，３００

実績/前提
レート

７９ドル（￥/＄）

５７４営業利益

６３６経常利益

１０９ユーロ（￥/EUR)

増 減

１３，０３７売 上 高

１３，１１８受 注 高

2012年度
見通し

2011年度
実績

（億円）

前期比

【受注高】

前期に防需案件が集中した航空宇宙は減少する
ものの、船舶海洋、車両等での増加により、全体
では増加を見込む

【売上高】

船舶海洋での減収はあるものの、航空宇宙、
モーターサイクル＆エンジン、精密機械等での
増収により、全体では増収を見込む

【利益】

船舶海洋等での受注採算悪化の影響が大きく、
営業・経常利益については減益となるものの、
当期純利益については、前期にあった繰延税金
資産の一部取崩の影響がなくなるため、大幅な
増益を見込む注) 前提レートは見通し公表時の為替エクスポージャーに対して適用
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ⅡⅡ．２０１．２０１２２年度年度通期業績見通し通期業績見通し

営業利益 経常利益
ドル ３３ １６

ユーロ ３ １

（参考）為替影響額
１円の変動による影響額　　（億円）

※ ２０１２年４月２６日公表値からの変更はありません



セグメント別業績見通しセグメント別業績見通し

（億円）
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注) 「調整額」には、本社部門で発生する費用で社内管理上各部門への配賦を行わない費用等を含む

▲１２▲１００▲８８－－－－－－調 整 額

５７４

３８

２６６

▲２９

１４１

７７

７８

５１

３９

2011年度
実績

＋７６３

▲３２

＋２５０

＋２４８

＋７２

＋１５４

＋４３５

▲２６

▲３３５

増 減

１３，８００

１，２００

２，０００

２，６００

１，３００

２，１００

２，５００

１，３００

８００

2012年度
見通し

１３，０３７

１，２３２

１，７５０

２，３５２

１，２２８

１，９４６

２，０６５

１，３２６

１，１３５

2011年度
実績

売上高

▲５４

▲１８

＋４

＋７９

▲４１

＋３

＋１２

＋９

▲８９

増 減

５２０

２０

２７０

５０

１００

８０

９０

６０

▲５０

2012年度
見通し

営業損益

＋１，１８２１４，３００１３，１１８合 計

▲２２１，２００１，２２２そ の 他

＋３５５２，１００１，７４５精密機械

＋２４８２，６００２，３５２ﾓｰﾀｰｻｲｸﾙ&ｴﾝｼﾞﾝ

＋１０８１，３００１，１９２プラント・環境

＋２８２，３００２，２７２ガスタービン・機械

▲１，０７２２，２００３，２７２航空宇宙

＋８４０１，５００６６０車 両

＋７０１１，１００３９９船舶海洋

増 減
2012年度

見通し
2011年度

実績

受注高

ⅡⅡ．２０１．２０１２２年度年度通期業績見通し通期業績見通し

※ ２０１２年４月２６日公表値からの変更はありません



研究開発費・設備投資・期末従業員数研究開発費・設備投資・期末従業員数

（億円・人）

＋１，４３３

＋７０３

＋７３０

＋５１

＋１５１

＋５１

増 減

３４，７００

９，２００

２５，５００

５４０

７９０

４５０

2012年度
見通し

３３，２６７

８，４９７

２４，７７０

４８９

６３９

３９９

2011年度
実績

減価償却費

設備投資

期末従業員数

海 外

国 内

研究開発費
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ⅡⅡ．２０１．２０１２２年度年度通期業績見通し通期業績見通し

※ ２０１２年４月２６日公表値からの変更はありません



世界の人々の豊かな生活と地球環境の未来に貢献する
“Global Kawasaki”

ご注意

本資料のうち、業績見通し等に記載されている将来の数値は、現時点で把握可能な情報に基づき当社が判断した見通しで
あり、リスクや不確実性を含んでおります。従いまして、これらの業績見通しのみに依拠して投資判断を下すことはお控え下
さるようお願い致します。実際の業績は、外部環境及び内部環境の変化によるさまざまな重要な要素により、これらの見通
しとは大きく異なる結果となり得ることを御承知おき下さい。実際の業績に影響を与える重要な要素には、当社の事業領域
をとりまく経済情勢、対米ドルをはじめとする円の為替レート、税制や諸制度などがあります。


